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4-4 テクニカルノート（現地調査 I）
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4-5 テクニカルノート（現地調査 III）
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1. ソフトコンポーネントを計画する背景 

モンゴル国では既に高い就学率が達成されているものの、都市部への人口集中が進み、首

都ウランバートル市では都市域の拡大と児童生徒数の増加によって教育環境の悪化が深刻と

なっている。それに対し、モンゴル国政府は教育施設の量的拡大を図りながら質の高い教育

環境の実現を目指す取り組みを進めている。また、障害を持つ児童（CWD）に対する配慮や
防災、あるいは環境問題といった分野横断的課題に対する社会的要求の高まりを受けて、そ

れらに配慮した学校づくりが新たな課題となっている。 

本プロジェクトは、こうした背景の下、ユニバーサルデザインに基づき、CWD及び防災に
配慮した、今後モンゴル国政府が学校建設を行っていくときのモデルとなる質の高い学校建

設を行うことを目的としている。そのためには 1) 設計・建設に当たって工夫したポイントが
学校側関係者によってその意味を正しく理解され、目的に沿って効果的に利用されること、

2) 完成した施設における工夫点とその効果が、技術的な情報とともにモンゴル国の学校建設
に関わる多様な関係者に紹介され、具体的な施設改善に導入されて、学校施設の質の向上に

貢献することが必要となる。 

また、本プロジェクトでは「グリーン開発」を推進するモンゴル国側の要望に基づき、これ

からのモデルとなる学校の重要な性能として環境に対する配慮、特に維持管理費の低減につ

ながる省エネルギー・省資源への取組みを組込んでいる。異なるインフラ条件のサイトでの

最適な設備システムの提案が 4 つのモデルを示す大きな理由となっている。学校施設につい
てはモンゴル国内でも高断熱化、省エネルギー機器、再生可能エネルギーの導入を推進する

ガイドライン整備が進められており、本プロジェクトでの取組みの効果を定量的に示すこと

がモデルとしての価値を高めることになる。そのためには計測データに基づくエネルギー管

理手法を確立し、実践において活用していく必要がある。 

今回テーマとして取り組む「障害配慮」あるいは「防災配慮」については近年モンゴル国で

も社会的な課題として知られるようになったテーマであり、本プロジェクトで建設される施

設の運営を担う一般学校の教職員にとっては比較的新しい課題であって、それぞれについて

十分な理解が得られている状況にはない。「障害配慮」については対象の既存 3校のいずれも
CWD を普通学級に受け容れているが、インクルーシブ教育の専門教員はおらず、CWD の指
導法について知識と理解が不足していると考えられる。改善された施設環境を活用して他の

モデルとなるような教育を実現していくためには、教員が基本的知識を身に着けた上で、本

計画で取り入れられた工夫の意味と目的を理解することが必要である。また、「防災配慮」に

ついては、現在は非常事態省－危機管理局の主導で進められ、災害時の学校の役割は必ずし

も関係者に理解されていない。導入した防災時の備えが有効に機能するためには、同様に基

礎的な知識と理解を得て、災害時に的確な対応を行うことが肝要となる。「環境配慮」に関し

ても導入されるシステムは近年開発・導入されたもので、それらの効果を十分発揮させるに

は機器類の運転指導に留まらず、関係者の省エネルギーに関する理解を深めて、担当者がシ

ステムを効果的に運用していくための実践的な方策を学ぶ必要がある。 
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また、上記テーマを廻る社会的な理解、認知度は高まりつつあるものの、学校建設に関わる

技術者、行政職員、学校関係者についても同様に核心の理解を欠き、車椅子で登れないスロー

プや出入口が通れず使われない障害者便所等、ポイントを外した実施例が多く見られる。省

エネルギーについても一般的に意識は低く、暖房時の室内温度調整を窓の開閉によって行う

等、熱量の無駄遣いが指摘されている。本プロジェクトではモデルとして統一性のある「事

例」を示すことで、正しい手法を提示し、関係者が実感をもって他の学校での導入促進を図れ

るよう、初期段階での理解促進の活動をソフトコンポーネントとして支援する。 

なお、対象校関係者（校長他の管理職員、教員）のインクルーシブ教育に関する基礎的な知

識と理解を育てるため、ソフトコンポーネントでは困難な継続的な研修等による能力強化を

実施中の技術協力プロジェクト「障害児のための教育改善プロジェクト」（〜2019年 7月）と
の連携で実施する予定である。 

2. ソフトコンポーネントの目標と成果 

目標 ：対象校関係者が通常の施設の保守点検等、学校の運営・維持管理に加え、「障害配

慮」、「防災配慮」及び「環境配慮」を取り入れた学校施設・設備について十分に理

解し、同取組みが教育関係者に共有され、関係者各々が置かれている教育環境にお

いて提案される。 

成果 1 ：対象校関係者が導入されたユニバーサルデザイン及び「障害配慮」、「防災配慮」
の各工夫点の意図と目的を理解する。  

成果 2 ：政策担当者・学校建設関係者が導入されたユニバーサルデザイン及び「障害配
慮」、「防災配慮」、「環境配慮」」の各工夫点のポイントと価値を理解するためのきっ

かけとなるブックレットが作成され、配布される。また、実例に触れることで、今

後の業務に活用する用意ができる。 

成果 3 ：対象校関係者が各々の設備システムを用いて維持管理費低減につながる効果的な
省エネルギーの実施方策を習得し、「総合運転マニュアル」に反映させる。 

成果 4 ：政策担当者・対象校関係者が実施した省エネ活動の定量的成果の確認を通じ、省
エネ及び同実施方策の理解を深める。 

3. 成果達成度の確認方法 

成果 1 ：新たに導入する「子ども発達センター」「防災用備蓄倉庫」「ノード（結節空間）」
「省エネ型暖房設備」等が計画の意図に沿って使用される、または使用が計画され

ることを対象校関係者へのヒアリング及びアンケートにより確認する。 

成果 2：各配慮を導入した質の高い学校の認知度を高めるツールとしてブックレットその他
の資料が作成され、関係各所に配布されることを確認。またブックレット配布先・
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セミナー参加者・見学者へのアンケートにより、今後の業務に参考になった程度を

確認する。 

成果 3 ：各学校で定量化された省エネ効果とその実施方策がとりまとめられた「総合運転
マニュアルが作成される。 

成果 4 :対象校関係者及び「実証セミナー」参加者に対するヒアリング及びアンケートによ
り、定量化された手法による省エネ活動の理解が得られ、その継続的な実施が計画

されることを確認する。 

4. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントによる支援活動は、1) 学校関係者に対する各学校で導入する事例
（工夫点）の意図と活用方法を実感的に理解するための講習の実施、2) 学校建設関係者に対
する、各学校で導入する事例（工夫点）の目的や技術的なポイントを紹介するセミナーの開

催、及び 1)、2) の資料となり、2) の活動（モデル校の広報）の継続のためのツールとなるブ
ックレットの作成、3) 各学校の設備管理者・運転担当者に対するエネルギー管理の手法と実
践に関する講習の実施と省エネルギー効果の定量的評価で構成する。いずれも先方実施機関

が今後の学校建設のテーマとして取入れていくことが期待される配慮事項について実例をベ

ースに普及を図るため、先方実施機関が主催する広報活動、検証活動を支援するものとする。 

（1） ブックレットの作成・配布 

上記 1)、2) の活動に使用するとともに、先方実施機関による継続的な広報・普及活動での
活用を目的に、以下の広報用資料を作成する。 

a. ブックレット（本案件のユニバーサルデザインに基づく「障害配慮」、「防災配慮」及び
「環境配慮」のポイントをまとめた工夫集、学校建設に関わる人々を主な対象とする。）

‐モンゴル語及び日本語又は英語 

b. リーフレット（上記の簡易版、配慮事項の概要が手早く理解できるよう留意、一般教員
等、学校建築に専門的な関りが薄い人々も対象とする。）‐同上 

c. プレゼンテーション用 PPTスライド‐同上 

なお、印刷版はモンゴル語のみとし、日本語又は英語版はカラーコピー簡易製本とする。編

集は設計者の意図と共に、先方実施機関、各テーマに関連した諸団体・機関のコメントを取り

入れる等、モンゴル側のオーナーシップに配慮したものとする。 

■ 詳細内容 

【対象範囲】    
a. ブックレット MECSS1、UBC2教育局関連部局へ送付 20 部 

                                                        
1 Ministry of Education, Culture, Science and Sports (教育・文化・科学・スポーツ省) 
2 Ulaanbaatar City（ウランバートル市） 
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 建築・建設、障害者、防災関係機関へ送付 30 部 
 UBC 各公立学校校長宛て送付 130 部 
 見学会・セミナー参加者に配布 120 部 ＋200 部 計 500 部 
b. リーフレット 上記同数とし、必要に応じて先方負担での増

刷を計画する。 
計 500 部 

c. PPT スライド MECSS、UBC 教育局学校建設関連部局へデ

ータを配布 
DVD－R 5 部 

【内容構成】   
a. ブックレット ・ プロジェクト概要（障害、防災、環境に関する基礎情報を含む） 
 ・ ユニバーサルデザインの思想 
 ・ 工夫集 (1) （比較的大きなコストを必要とするもの） 
 ・ 工夫集 (2) （学校レベルで実現が可能なもの） 

（留意点） 
・ ビジュアル素材を中心にした直感的に分かりやすい構成とする。 
・ 実施例に基づき、技術的なポイント・工夫点が分る内容とする。 
・ モンゴル側のオーナーシップを高めるため、作成段階でモンゴル側実施機

関の確認を得つつ、MECSS 事務次官に巻頭の言を頂くなどの工夫を行う。 
b. リーフレット ・ より平易に「障害配慮」「防災配慮」「環境配慮」の事例について説明。 

・ ４つのモデル別のシートとする。 

■ 実施リソース 

【邦人コンサルタント】    
・国内作業   
 －総括（建築計画） 構成立案、原稿作成 5 人日 （40p×1h/p＝40 時間） 
 －建築設計 素材収集、ビジュアル編集 10 人日 （40p×2h/p＝80 時間） 
 －編集 版下データ、PPT スライド作成 5 人日 （40p×0.5h/p＋0.5h/p＝40 時間） 
・現地作業 * 現地作業は日本人常駐監理者の指導の下、実施機関である UBC 教育局が

行うこととし、邦人経費は計上しない。 
 －常駐監理 調達・発注管理指導 （計上無し） 
 － 検収・配本手配指導 （計上無し） 
【現地委託】  
・翻訳 A4 20p（40p 中半分程度） 日本語又は英語→ モンゴル語 
・印刷・製本 
委託先／調達方法 

現地印刷・製本会社（JICA ないしは他国際機関との業務経験を軸にショートリ

ストを作成、3 社以上の見積り競争にて調達予定） 
 

委託内容 1) ブックレット（モンゴル語版） A4 変形版中綴じ 40p  500 部、フルカラー 
 2) ブックレット（日本語又は英語版） カラーコピー、簡易製本 30 部 
 3) リーフレット（モンゴル語版） A4 版二つ折 8p  500 部、フルカラー 
 4) リーフレット（日本語又は英語版） カラーコピー、二つ折り 30 部 

5) 送付用封筒印刷 
 

【現地リソース】 調達・発注管理：UBC 教育局 
検収・配本手配：UBC 教育局 
関係者への送付：UBC 教育局 

•  
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（2） 対象校での事例（工夫点）講習会の実施 

対象校の管理職、教員、スタッフが基本的な配慮事項の意味を正しく理解し、施設を効果的

に活用できるようになることを目的に、以下の構成、内容で講習会を実施する。講習は実施機

関である UBC教育局主催とし、実現された施設を使って機能を実体験することを主体に、参
加者自らの学びの支援を中心とする。 

■ 詳細内容 

【対象範囲】  対象校の校長、学習マネージャー、ソーシャル

ワーカー、一般教員 
各校 15 名、計 60 名程度 

【構成概要】 ・今回完成したモデルが目指すもの 
・ユニバーサルデザインの原則 

設計担当日本人コンサルタント

先方実施機関関係者 
 ・障害配慮、防災配慮、環境配慮（省エネルギ

ー）の手法 
資料：広報用リーフレット 
見学は各 20 人×3 グループ 

 ・実例を見ながらの解説・ディスカッション  
【場所・日程】 プロジェクトによる新設校（A-1 を想定） 

 －講義：芸術ホール 
 －見学：各所 

全体で半日程度 

■ 実施リソース 

【邦人コンサルタント】   
・現地作業  活動(2)-(3)共通の日程 
 －総括（建築計画） 研修計画管理・講師 10 人日、渡航 1 回 （活動(3)を含む。また 

渡航は完工検査と併せて行う計画とし、旅費

等は計上せず、宿泊費は 10 日分の計上と

する。） 
【内訳】 
調整・進捗確認（1 日） 
現場準備・段取り確認（1 日） 
講習会管理（司会）、セミナー管理（司会）、

見学案内（6 日、うち 3 日はセミナー等兼任）

報告・総括（1 日） 
休日（1 日） 

 －建築設計 司会・講師  12 人日、渡航 1 回 （活動(3)を含む） 
【内訳】 
移動(1 日)＋調整・進捗確認（1 日） 
会場設営指導、発表者調整（1 日） 
講習会発表、セミナー参加・発表、見学案内

（6 日、うち 3 日はセミナー等兼任） 
報告・総括（1 日）＋移動（1 日） 
休日（1 日） 

   
【現地委託】   
・通訳 日本語又は英語→ モンゴル語 7 人日×1 人（活動(3)を含む） 
  講習通訳 1/2 日 
【現地リソース】 主催・全体調整 

会場設営・準備 
UBC 教育局 
対象学校関係者 
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（3） 学校建設関係者への事例紹介セミナーの開催 

モデル校として、本計画で導入した工夫が参考とされ、今後のモンゴル国の学校建設の中

に取り入れられ、学校施設の質の向上に貢献していくためには、学校建設に関わる一人でも

多くの関係者にその内容を知ってもらい、技術的なポイントを含めて、その目的と効果につ

いての理解を得る必要がある。また、実際の施設を視察してもらい、目指すべき学校像のひと

つとして全体のイメージを実感してもらうことも重要である。そうしたモデル校広報活動の

初期段階の支援として、関係者へのブックレット送付と併せて、オープンな形の完成施設見

学会と設計者・利用者を含む様々な関係者によるセミナーを以下の構成、内容で実施する。 

セミナーは対象者グループを分けて 2回実施することとし、一方的な解説とならないよう、
モンゴル側関係者（障害者団体関係者、防災行政関係者）による評価を交えて、質の高い教育

環境の実現に向けてモンゴル国内での展開を図るきっかけとする。また、（2）（3）の活動期間
中は施設を一般公開し、幅広い関係者に自由な見学の機会を提供するとともに、日本人設計

者を含むガイドを配して設計のポイントを説明、見学者の意見を聴取する。 

■ 詳細内容 

【対象範囲】  教育関係者：MECSS、UBC 教育局関係行政

官、障害者教育関係者、UBC 公立学校校長 
各回 60 名程度×2 回 

 建築・建設、防災関係行政官、学校建設に関

わる民間コンサルタント 
延べ 120 人程度 

【構成概要】 ・完成施設見学・体験 （共通） 
・プロジェクト全体の説明（共通） 
・環境配慮のポイント（省エネルギー）（共通） 
・障害配慮のポイント紹介 ① 
・障害者側からの評価 ① 
・防災配慮のポイント説明 ② 
・防災マネジメントからの評価 ② 
・意見交換（共通） 

最大 20 人×3〜4 グループ 
資料：広報用ブックレット 
 
講師： 
設計担当日本人コンサルタント

障害者団体関係者、防災行政

関係者、MECSS・UBC 教育局

関係者 

【場所・日程】 プロジェクトによる新設校（A-1 を想定） 
 －セミナー：芸術ホール 
 －見学：各所 
 

2 日間（セミナー） 
6 日間（見学会） 

■ 実施リソース 

【邦人コンサルタント】    
・現地作業   
 －総括（建築計画） 研修計画管理・講師 （活動(2)に含む） 
 －建築設計 司会・講師  同上 
【現地委託】   
・通訳 日本語又は英語→ モンゴル語 講習通訳 1/2 日×2 日 
【現地リソース】 主催・全体調整 

会場設営・準備 
講師 
 

UBC 教育局 
対象学校関係者 
現地障害者団体関係者 
防災行政（学校防災）関係者 
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（4） 対象校でのエネルギー管理研修の実施 

対象校の設備管理者がデータ計測に基づく暖房設備の省エネルギー運用の手法を習得し、

実践をする中で、異なる熱源のシステムにおけるエネルギー管理のモデルが確立され、維持

管理費削減の効果が実証されることを目標に、本ソフトコンポーネントではその第一歩とし

て学校関係者の省エネルギー技術及びエネルギー管理に関する理解を深めるとともに、実際

のシステム運用の手順・方策を実地にて習得させることを目的として、1) 省エネルギーとエ
ネルギー管理に関する概要を紹介する集合セミナーと 2) 完成した施設を利用した実地研修
を計画する。実地研修は熱源やシステムの相違に依らない共通項目の研修と、種類の異なる

システムごとの固有の項目に関する研修、及びシステムを実際に運転しながら行う運転指導

で構成し、各学校の設備管理担当者を対象に実践に重点を置いた指導を行う。また、集合セミ

ナーでは施設建設に携わる政策担当者や学校施設管理者を対象に加えて、維持管理費低減と

省エネルギーに対する意識の涵養を図る。 

■ 詳細内容 

【対象範囲】  ① 対象校の校長、②設備管理・運転担当者 
③ 学校建設に係る行政担当官 

 

【構成概要】 [集合セミナー] ①＋②＋③  
 ・今回完成したモデルが目指すもの エネルギー管理日本人専門家

 ・本プロジェクトにおける省エネルギー対策  
 ・エネルギー管理の手法とシステム化 資料：総合運転マニュアル 
 [実地研修] ①＋② 

・外気温と室内温度の差異、地階と上階での

室内温度の差異等を基に、暖房用温水をコン

トロールする手法 

 

【場所・日程】 [集合セミナー] 
プロジェクトによる新設校（A-1 を想定） 
 －講義：芸術ホール 

全体で 1 日程度 

 [実地研修]  
 1．基本事項、共通事項のインストラクション 共通項目 延べ 2 日間 
 2．熱源の異なるサイト別のインストラクション 個別項目 延べ 2 日間 
 3. 各校（全 4 校）での暖房運転指導 延 6 日間 

■ 実施リソース 

【邦人コンサルタント】    
・国内作業   
 －エネルギー管理 研修用資料作成支援 10 人日 

内訳 
・都市部用 5 日(A4 20p) 
・地方部用 5 日(A4 20p) 

・現地作業   
 －エネルギー管理 講師・実地指導 16 人日、渡航 1 回 

【内訳】 
・移動、準部・協議：各 1 日 
・計装類の調整：1 日/学校、計 4 日 
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・総合運転マニュアルの加筆修正他：１日 
・基本共通事項のインストラクション：1 日 
・各校（全 4 校）での暖房運転指導：計 4 日 
・総括・報告：1 日 
・休日（日）：2 日 
・移動：1 日 
 

【機材】  供給側データ記録装置 * 新たに必要となる機材は予めシステム（本

体工事）に組込んで設置する。  データ記録装置付き温度計 
 （室温計測用） 
【現地委託】   
・通訳（会議通訳含） 日本語又は英語→ モンゴル語 4.0 人日 
・現地エネルギー技師 エネルギー管理資料作成・ 

セミナー・運転指導 
6 人日：邦人技術者の下で資料を作成 
8 人日：計装類の調整～各校での運転指導

・翻訳 資料の翻訳（英語→モンゴル語）は現地エネルギー技師が行う。 
【現地リソース】 主催・全体調整 

会場設営・準備 
発表 

UBC 教育局 
対象学校関係者 
対象校設備管理者 

（5） 省エネ活動の実施による維持管理の手法の定着と成果の視覚化 

活動（4）で習得する省エネ手法では、寒暖差の大きいモンゴル国に対応する季節ごとの暖
房機器の効率的な運転方法の習得が重要となる。このため暖房開始時期の 10月から終了時期
の 5 月の 8 ヶ月間、現地エネルギー技師を通じた適正な運用方法の指導の下、暖房機器の効
率的な運用を実践することで手法の定着を図る。また、定着された手法を「総合運転マニュア

ル」に反映させ、省エネ活動の継続的な実施に向けたマニュアルとして他校への展開も可能

な形で整備する。 

同時に実践した省エネ活動を通して得られた成果（石炭使用量の削減、ランニングコスト

の削減、及びコベネフィットである大気汚染物質や温室効果ガスの排出削減）を定量化（見え

る化）することで、エネルギーの適正利用の重要性について理解を深める。 

 

■ 詳細内容 

【対象範囲】  ①対象校の校長、②設備管理・運転担当者 
③学校建設に係る行政担当官 

 

【構成概要】 [実地実証] ①+② 
暖房機器運転状況の （定時の外気温・室温・

使用熱量）記録指導 
データ確認及び効率的な室内温度の管理手

法の指導 
手法の最適化（効果が大きく、実施しやすい）

と継続的な実施に向けたマニュアル化 

 
現地エネルギー技師 
資料：総合運転マニュアル 

 [実証セミナー]①+②+③ 
3) データ解析、省エネ効果の定量化とモデル

化した暖房機器の適正運転手法を基に、 省

エネ効果の確認セミナーの実施 

対象校設備管理者 
エネルギー管理日本人専門家

資料：実証結果報告書（スライ

ド）、総合運転マニュアル 
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【場所・日程】 1) 各校（1 回/隔週、32 週、0.5 日/校 x4 校） 
2) 同上 
3) 瑕疵検査 1 ヶ月前（暖房終了時期の 6 月）

プロジェクトによる新設校（A-1 を想定） 
  －セミナー：芸術ホール 

現地エネルギー技師 
現地エネルギー技師 
1 日間 
エネルギー管理日本人専門家

及び現地エネルギー技師 
■ 実施リソース 

【邦人コンサルタント】    
・国内作業   
 －エネルギー管理 実証データ解析支援 10 人日 

【内訳】 
・暖房機器のモニタリング結果及び温度デー

タの整理及び入力：1 日 
・データ解析及び現地への運転指導：5 日 
・実証結果の考察：2 日 
・省エネ効果の確認セミナー資料作成：2 日

・現地作業   
 －エネルギー管理 学校関係者との実証結果協議 6 人日、渡航 1 回 

【内訳】 
・移動+準備 1 日*、 
・実証セミナー1 日、 
・確認・補足運転指導 2 日：0.5 日 4 校**、 
・UBC 教育局での総括と報告 1 日、 
・移動 1 日** 

 実証セミナー司会・講師  

【現地委託】   
・通訳（会議通訳含） 日本語又は英語→ モンゴル語 2.5 人日 

（上記*は 0.5 日、上記**は計上なし） 
・現地エネルギー技師 効率的な室温管理指導 

 
 
 
 
データ解析支援 
実証セミナー補助 

延 32 人日-隔週半日の頻度で各校を廻り、

データ品質、効果の分析等を確認、4 校で

比較可能なデータを得られるようモニタリン

グ、指導を行う。 
（0.5 日/校*4 校*0.5 回/週*32 週） 
延 5 人日 
3 人日 

【現地リソース】 セミナー主催・全体調整 
セミナー会場設営・準備 
発表 
 

UBC 教育局 
対象学校関係者 
対象校設備管理者 
 

5. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本ソフトコンポーネントは設計内容の普及、展開を目的とするもので、主要部分は詳細設

計を行った邦人コンサルタントが現地のリソースを可能な範囲で活用しながら、先方実施機

関の行う広報活動及び省エネルギー実践活動を支援する直接支援型で実施する。それぞれの

作業分担は以下の通りとする。 

· ブックレット他資料の作成：先方実施機関の知見を入れながら原稿作成までを邦人コン

サルタントが行い（モンゴル語翻訳は現地翻訳者に依頼）、版下データ納品後、印刷・
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製本は 3社以上の見積り競争で選定する現地業者に委託する。見積り徴取先は JICA案
件での業務経験を条件に選定する。 

· 対象校での事例（工夫点）講習会：先方実施機関主催の下、邦人コンサルタントが共同

で全体を管理し、施設見学及び会の進行、発表等を行う。施設見学時は邦人コンサルタ

ントの常駐監理者の支援を得る。 

· 学校建設関係者への事例紹介セミナー：先方実施機関主催の下、邦人コンサルタントが

共同で全体を管理し、施設見学及び会の進行、発表等を行う。施設見学時は邦人コンサ

ルタントの常駐監理者の支援を得る。 

· 対象校でのエネルギー管理研修：邦人コンサルタントが事前の資料作成から実地研修ま

での全体を実施する。専門性が求められることから、UBCで日本支援により実施され
たエネルギー効率化プロジェクトの経験者等を活用することを想定している。 

· 省エネ活動の実施及び成果の実証：邦人コンサルタントの指導・監督の下、対象校での

実地指導は現地エネルギー技師を活用して行う。現地エネルギー技師は理論のみでなく

ボイラー熱機器の設置、運転及び保守点検等の実務に関する能力を必要とすることか

ら、類似業務での実地経験を有する人材の登用を計画する。 

6. ソフトコンポーネントの実施工程（次ページ参照） 

本ソフトコンポーネントのうち活動 (1)、(2)、(3) は、事前にブックレット及びそれを加工
した成果品（リーフレット及びプレゼンテーション用スライド）を作成し、施設の完工〜引渡

し前後の期間での実施を想定している。活動 (4) については、地域暖房の供給が開始される
9 月 15 日以降に実地研修を行い、活動 (5) は暖房期の 10 月から 5月の通年でのモニタリン
グを終えた後、瑕疵検査 1か月前の 6月後半に行うスケジュールとなる。 

7. ソフトコンポーネントの成果品 

施主及び日本側へのソフトコンポーネント完了報告書に加え、作成したブックレット、リ

ーフレット、プレゼンテーション用 PPTスライド、各イベントの参加者リスト、参加者に対
するアンケート結果、エネルギー管理研修用資料（総合運転マニュアル等）、エネルギー管理

実証データ、総合運転マニュアル（最終版）など。 
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ソフトコンポーネント実施工程表 

 
 

8. 相手国側の責務 

MECSS及びウランバートル市教育局は完成施設を紹介する一連の活動の主催者として、ソ
フトコンポーネントを実施する邦人コンサルタントに協力し、各セミナー等への参加者の選

定、募集を行うとともに、見学者等を積極的に受け入れる体制を構築することが求められる。

エネルギー管理・省エネ研修については、得られた成果をベースに効率的なエネルギー管理

の手法を他校に展開し、維持管理費の適正化を図っていくことが期待される。 

また、本ソフトコンポーネントはモデル校として施設が設計意図に沿って利用され、その

存在と意味を広く学校関係者に知ってもらうための最小限の活動として行うもので、モンゴ

ル側実施機関であるウランバートル市教育局は作成されたブックレット等を活用して継続的

な広報に努め、特にテーマである「障害配慮」、「防災配慮」及び「環境配慮」については、今

後とも学校建設に当たっての主要なポイントとなることを認識し、本計画施設をモデルとし

て、更に改良を加えていくことが求められる。 

 

ソフトコンポーネント延月
延月

　施設施工工程 瑕疵検査

　機材調達工程

　ソフトコンポーネント実施工程

　活動別工程 活動(1)-(3)

活動(4)

活動(5)

 (1) ブックレット作成 原稿作成 国内整理

 (2) 対象校関係者向け講習会 先方確認 モンゴル語翻訳 完了報告 ▲

 (3) 事例共有セミナー 先方確認・印刷製本 準備

 【本邦コンサルタント】 事例共有セミナー等

総括 （渡航は完工検査を兼ねる）

  建築設計

  編集技術

 (4) エネルギー管理研修 事前準備・資料作成 モンゴル語翻訳

　　　（暖房開始時） エネルギー管理セミナー

実地研修

 【本邦コンサルタント】 運転指導

エネルギー技術

 (5) エネルギー管理研修 エネルギー管理指導

　　　（暖房終了時） 実証データ解析

実地確認・実証セミナー

 【本邦コンサルタント】 総括

エネルギー技術

 【現地コンサルタント】

エネルギー技師

10月1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

1月 ～ 20月 21月 22月 23月 24月 25月 26月

11月 12月 13月 14月 15月 16月

33月 34月 35月

0.25    0.33    0.05

27月 28月 29月 30月 31月 32月

0.20    

1.33    

0.50    0.40    

0.25    

0.50    0.53    

0.50    
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6. 参考資料 

No. 資料名 形態 発行年 発行機関 
1 Mongolia Sustainable Development Vision 2030 

 
電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 Parliament of Mongolia 

2 Action Program of the Government of Mongolia for 2016-
2020 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 Parliament of Mongolia 

3 State Education Policy 2014-2024 (in Mongolian) 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2014年 Parliament of Mongolia 

4 Educational Quality Reform Policy 2012-2016 (in 
Mongolian) 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2013年 MECS 

5 Statistical Yearbook- Eduction and Science 2015-16 
 

印刷物 2016年 MECS 

6 Statistics of General Education Schools 2016-17 (in 
Mongolian) 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2017年 MECSS 

7 UBC Education Statistics 2016-17 (in Mongolian) 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2017年 UBC Education Dept. 

8 UBC Education Statistics 2015-16 (in Mongolian) 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 UBC Education Dept. 

9 Mongolian Statistical Yearbook 2015 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016 
年 

NSO 

10 Pupulation by district/khoroo and type of dwelling 2016 (in 
Mongolian)  

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2017年 UBC Statistical Division

11 Population by single age 2016 (in Mongolian) 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2017年 UBC Statistical Division

12 Future development challenges in Mongolia: Multi-state 
population projections by age, sex and education 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2013年 IUSSP-International 
Population Conference 

13 Mongolia State Budget 2017 (in Mongolian) 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 Miinstry of Finance 

14 Mongolia State Budget 2016 (in Mongolian) 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2015年 Miinstry of Finance 

15 Ulaanbaatar City Budget 2017 (in Mongolian) 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 Miinstry of Finance 

16 Needs for new kindergartens, schools, dormitories and gyms 
and options to meet those needs-Policy Project 

印刷物 2012年 MECS 

17 ウランバートル市学校・幼稚園位置図 (in Mongolia) 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

－ UBC教育局 

18 Model Blueprints of General Education Schools (in 
Mongolian) 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

－ MECS 

19 IEE - Mongolia: Sustaining Access to and Quality of 
Education during Economic Dificulties 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2017年 MECSS/ADB 

20 Construction Code of Mongolia (CCM) 31-03-03/11, Public 
and Civil Buildings (in Mongolian)  

印刷物 2011年 MCUD 

21 Construction Regulations (CR) 31-113-11 Designing of 
General Education Institutions (in Mongolian)  

印刷物 2011年 MCUD 

22 CCM 52-01-10 Concrete and Reinforced Concrete Structures, 
Principal Rules (in Mongolian)  

印刷物 2010年 MCUD 
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No. 資料名 形態 発行年 発行機関 
23 CR 31-101-04 Handbook for Barrier-Free Construction- 

Planning for Handicapped (in Mongolian) 
印刷物 2004年 MCUD 

24 CCM 22-101-01/2013 Construction Planning at Seismic 
Zones of Mongolia 

印刷物 2013年 MCUD 

25 Ulaanbaatar City General Development Plan 2030 (in 
Mongolian) 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2014年 MCUD, UBC 

26 Law of Mongolia on the Rights of Persons with Disabilities 
(Un-authorized translation) 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 Parliament of Mongolia 

27 モンゴル国特別支援教育にかかる情報収集・確認調査
報告書 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2014年 JICA人間開発部 

28 PPTA- Ensuring inclusiveness and service delivery to persons 
with disabilities- Poverty and Social Analysis 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 ADB 
 

29 モンゴル国別障害情報 電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 UBCにおける障害者の
社会参加促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

30 Law of Mongolia on Disaster Protection (Revised, in 
Mongolian) 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2017年 Parliament of Mongolia 

31 モンゴル国防災分野にかかる情報収集・確認調査ファ
イナルレポート 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2016年 JICA 

32 学校の防災マネジメント（モンゴル語） 
 

印刷物 2016年 MECSS 

33 Advancing School Safety in Asia 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

- World Vision 

34 Environmental Protection Law of Mongolia 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

1995年 Parliament of Mongolia 

35 Law of Mongolia on Environmental Impact Assessment 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

2011年 Parliament of Mongolia 

36 Strategies for Development of Green Energy Systems in 
Mongolia (2013-2035)-Extended Executive Summary 

印刷物 2015年 Global Green Growth 
Institute 

37 Green Public-Private-Partnerships for Public Infrastructure in 
Mongolia 

印刷物 2016年 Global Green Growth 
Institute 

38 Financing Mechanisms for Green Public Education Buildings 
in Mongolia 

印刷物 2016年 Global Green Growth 
Institute 

39 Green School- PPT Presentation 
 

電子ｺﾋﾟ
ｰ 

- “N.A.P Group” LLC 
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7．その他の資料・情報 

7-1 敷地測量図 

 ・75 番学校（A-1）サイト 

 ・チンゲルテイ 7番ホロー（A-2）サイト 

 ・53 番学校（B-1）サイト 

 ・109 番学校（B-2）サイト 
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7-2 地盤調査結果 

 ・75 番学校（A-1）サイト 

 ・チンゲルテイ 7番ホロー（A-2）サイト 

 ・53 番学校（B-1）サイト 

 ・109 番学校（B-2）サイト 
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7-3 調査対象校運営状況等 

(1) 調査対象学区の社会条件 

 

* UBC 統計局発表の 2016 年 1 月 1 日付の人口 

(2) 調査対象学校の運営状況 

 

  

学校/サイト ホロー 人口 世帯数 ゲル地区 人口 人口増加

学区 2015* 担当エリア 2015* 人口 比率 2014 2013 2014-15 2013-14
案分比 人口

1 CH Khoroo No. 7 CH-7他 7,278 7,278       1,911 7,278 100.0% 7,593 7,296 -4.1% 4.1%
CH-7 12,827 0.30 3,848       3,369       12,827     13,657     13,129     
CH-12 14,691 0.10 1,469       3,773       14,691     15,647     15,018     
CH-16 12,614 0.10 1,261       3,441       12,614     12,210     11,923     
SO-28 6,990 0.10 699          1,793       6,990       7,098       6,631       

2 KU No. 75 school KU-2他 12,737 12,737     3,296 145 1.1% 11,428 10,718 11.5% 6.6%
KU-2 10,549 1.00 10,549     2,670       121          9,530       9,113       
KU-3 13,929 0.05 696          3,918       451          12,240     10,888     
KU-15 20,468 0.05 1,023       6,052       30           17,126     14,054     
BY-3 9,357 0.05 468          2,555       8             8,594       7,160       

3 SO Khoroo No. 32 SO-32他 8,227 8,227       2,538 8,227 100.0% 7,878 7,432 4.4% 6.0%
SO-32 3,260 1.00 3,260       1,243       3,260       3,384       2,977       
SO-31 12,417 0.40 4,967       3,237       12,417     11,235     11,138     

5 KU No. 59 school KU-14 4,710 4,710       1,666 4,710 100.0% 4,329 4,223 8.8% 2.5%
KU-14 4,710 1.00 4,710       1,666       4,710       4,329       4,223       

4 CH No.57 School CH-11 6,040 6,040       1,553 6,040 100.0% 6,185 6,227 -2.3% -0.7%
CH-11 6,040 1.00 6,040       1,553       6,040       6,185       6,227       

6 BZ No.53 School BZ-16他 15,539 15,539     4,876 4,694 30.2% 15,671 16,794 -0.8% -6.7%
BZ-16 16,418 0.60 9,851       4,845       518          15,779     17,749     
BZ-8 11,559 0.25 2,890       4,955       9,142       14,750     14,693     
BZ-19 13,772 0.10 1,377       3,222       8,962       11,296     10,831     
BZ-24 9,428 0.05 471          2,863       9,428       9,455       10,179     
BZ-13 9,496 0.10 950          2,647       7,297       9,134       8,790       

7 SO No.42 School SO-2他 17,665 17,665     4,923 17,152 97.1% 15,991 15,277 10.5% 4.7%
SO-2 14,343 0.90 12,909     4,123       14,343     12,617     12,199     
SO-3 10,942 0.10 1,094       2,601       10,942     10,372     10,327     
SO-1 14,745 0.20 2,949       3,736       14,399     14,481     13,063     
SO-20 7,130 0.10 713          2,054       2,692       7,027       6,527       

8 CH No.61 School CH-12 11,753 11,753     1,242 11,753 100.0% 12,518 12,014 -6.1% 4.2%
CH-12 14,691 0.80 11,753     1,553       14,691     15,647     15,018     

9 KU No.118 School KU-8他 11,996 11,996     3,500 10,811 90.1% 11,502 11,636 4.3% -1.2%
KU-8 11,266 0.80 9,013       3,345       11,266     11,030     11,268     
KU-10 9,304 0.20 1,861       2,432       5,227       9,011       8,885       
KU-16 11,226 0.10 1,123       3,376       7,532       8,756       8,444       

10 NA No.109 School NA-03 12,221 12,221     3,201 3,201 26.2% 11,969 11,704 2.1% 2.3%
NA-03 5,614 1.00 5,614       1,490       1,490       5,358       5,282       
NA-04 6,607 1.00 6,607       1,711       1,711       6,611       6,422       

カ
テ

ゴ
リ
ー

優
先

順
位

区

新
設

増
設

学校/サイト 生徒数 クラス数 生徒/クラス数 生徒数増加率

(AY2016-17) (AY2016-17) (2015→16)
計 女子 初等 前期 後期 計 二部 三部 初等 初等

割合 中等 中等

%
1 CH No. 7 Khoroo 新設

2 KU No. 75 School 1287 49.9 650 342 295 41 20 0 28.6 31.0 10.9% 17.1%
3 SO No. 32 Khoroo 新設

5 KU No.59 School 730 43.2 417 236 77 24 11 0 30.4 34.8 12.0% 7.8%
4 CH No.57 School 1341 49.5 669 438 234 0 0 0 31.2 30.4 -0.8% 0.8%
6 BZ No.53 School 1991 50.2 1081 567 343 57 30 0 34.9 37.3 9.9% 15.9%
7 SO No.42 School 1963 48.9 1183 563 217 46 35 0 35.1 37.0 9.2% 13.6%
8 KU No.118 School 1115 52.7 647 270 198 33 15 0 33.8 34.1 18.5% 28.4%
9 CH No.61 School 958 52.6 376 404 178 28 12 0 34.2 37.6 -19.7% -39.5%

10 NA No.109 School 392 50.4 392 0 0 12 6 0 32.7 32.7 1.6% 1.6%

カ
テ

ゴ
リ
ー

優
先

順
位

区

新設

増設
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(3) 調査対象校における CWD配慮・防災配慮の現状 

1)  CWD配慮 

概況 
CWDの通常学校への受入は「インクルーシブ教育」、あるいは「特別支援教育」という概念で、比

較的早い時期から教育分野の政策文書に位置付けられており、障害の程度の問題はあるものの、学校

での理解は一定水準で進んでいるように見える。MECSS においても専任の担当官を置いて、政策の

立案、実現に注力している。国家レベルの具体的な取り組みとして、施設計画基準における CWD対

応基準策定や屋内外の障害者アクセスの計画基準等も整備されつつあり、新設校では特に建物出入口

のスロープと車椅子対応トイレの設置は必須となりつつある。直近に建設されたいくつかの学校では

床段差を解消し、ほぼバリアフリーを実現しているものもある。一方、基準はあっても理解不足から

目的とする機能が果たされない例が多く、新設校であっても、勾配や手摺が無いことで介助なしでは

車椅子が移動できない斜路や、扉幅が狭く車椅子では使えない多目的トイレ、また設計上容易に改善

可能なサインの位置のずれや手摺高さ等、改善を要する部分も多い。 

ソフト面で必要な障害に関する知識を兼ね備えた教員についても現在は個々人の経験・能力に頼る

状態にあるが、必要な知識を身に着ける研修等の機会は増えており、概ね学習マネージャークラスで

は基礎的な研修の機会を得ている。ただ、モンゴル国では、クラスの試験の成績が教員の評価に反映

されるため、CWD の学力評価をどのように行うかが十分に検討されていない。特に通常のカリキュ

ラムで学習することのできない知的障害のある子どもや重度の肢体不自由児については、学力試験に

よらない評価方法を導入するなど、柔軟な対応が求められているところである。 

調査対象の既存 8校の在籍 CWD数は 135人、全生徒数の 1.3%である。学校別では 0.1%から 3.5%

で、UBC全体の障害者数 2.5%（2015年）の半分ほどになっている。 

調査対象校の在籍 CWD内訳 

区 学校名 視覚 聴覚 言語 肢体 知的 重複 合計 
KU 75番学校 17 0 0 2 0 0 12 
CH 57番学校 12 3 3 1 0 0 19 
KU 59番学校 6 3 8 3 1 1 22 
BZ 53番学校 11 2 1 11 1 1 27 
SO 42番学校 0 1 0 4 1 0 6 
KU 118番学校 0 0 0 0 1 0 1 
CH 61番学校 27 0 2 4 1 0 34 
NA 109番学校 3 2 4 3 2 0 14 

出典：調査団  * No.109 校は初等のみ。 

 

調査対象校における障害配慮に関するヒアリング結果 

区 学校名 CWD への配慮・課題等 教員の特別支援教育研修状況 

KU 75番学校  学習に遅れのある子どもには補習を実施。できるだけ他の子ど

もたちと一緒の活動に参加させるようにしている。 

 ノンフォーマル教育（夜間学校）を実施している。 

29 番特別学校での研修（聴覚障害） 

ADRA の特別支援教育関連研修 

CH 57番学校  聴覚と視覚の障害のある子どもはできるだけ前の席に座らせる

ようにしている。 

 子ども発達センターは主に一般の課外活動に使われている。 

UBC 教育局の特別支援教育関連研

修（学習マネージャー3 名が参加） 
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区 学校名 CWD への配慮・課題等 教員の特別支援教育研修状況 

KU 59番学校  クラスで差別がないように理解促進している。 

 クラスメートが送り迎えや板書の支援をしている。 

 CWD や学習に遅れがある子どもには補習を実施。 

担当教員が区で実施している CWD と

の接し方に関する研修に参加してい

る。 

BZ 53番学校  以前玄関にスロープを作ったが、急こう配だったため廃止。 

 学習に遅れがある子どもは 1 クラス平均 2 人程度。補習は教員

の時間と教室が確保できず未実施。 

 ノンフォーマル教育センターに場所を提供している。 

 近くに児童養護施設が数か所あるため、孤児や親が一時的に

いない子どもも多く受け入れている。 

国立教育大と兵庫教育大による特別

支援教育のセミナー（2016 年） 

教員研修所の特別支援教育関連研

修。 

SO 42番学校  World Vision の支援を受けて 6 年間特別学級を設置していた

が、生徒数が減り、教育省から継続を認めてもらえなかったため

なくなった。教員の専門知識も十分でなかった。 

なし 

KU 118番学校  クラスで差別がないように理解促進している。 

 クラスメートが送り迎えや板書の支援をしている。 

 CWD や学習に遅れがある子どもには補習を実施。 

なし 

CH 61番学校  学習に遅れのある子どもに対して補習をやっている。教室があ

いていないので、土日や授業開始前の時間を活用。 

 区では CWD を受持つ教員に給与補助を出すことを検討中。 

 車いすの子どもは教員用の洋式トイレを使用している。 

UBC 教育局の特別支援教育関連研

修に学習マネージャーが参加した。 

NA 109番学校  学習に遅れのある子どもには補習を実施。差別がないように、

他の子どもたちと一緒の活動に参加させるようにしている。 
29 番特別学校での研修（聴覚障害）。

ADRA の特別支援教育関連研修。 

 

2)  防災配慮 

概況 

防災に関しては 2004 年に設立された NEMA（国家危機管理庁）あるいは UBC については
EMDC（UBC非常事態局）が危機管理の主体となって一元管理する体制であり、基本政策におい
ても実際の活動においても教育機関・教育行政ともに受身の状態にある。地域防災にとって学校

施設の果たす役割は大きいと考えられるが、既存建物の多くの耐震性に懸念があるため、

NEMA/EMDC では第一に耐震性の評価、確認が必要としている。地震防災については近年災害
発生の可能性が広く行きわたるようになり、ようやく具体的な活動が始まった状況である。UBC
では地域防災計画の中で避難所や一時避難場所の指定も行われ、これまでに学校のグラウンド

等を含む 111 か所が一時避難場所に指定されている。その他、EMDC の指導で各学校で防災責
任者（副校長又は高校学習マネージャー）を定めて防災計画の策定が行われ（1年ごとの見直し）、
市区レベルの避難訓練が年 1～2回学校をベースに実施される等、学校関係者の防災意識は高ま
っている。学校においてはモンゴル赤十字を始めとする幾つかの NGOが防災教育や安全教育に
ついての活動をおこなっている。 

調査対象校における防災配慮に関するヒアリング結果 

区 学校名 防災配慮・安全教育等 防災計画 避難訓練 

KU 75番学校  赤十字が実施している研修に校医と SW が、区の非常事態課

が実施している研修に校長と学習マネージャーが参加して、研

修内容を子どもたちに教えている。 

策定済み 区と合同で年 1 回
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 備蓄品なし。 

CH 57番学校  グラウンドが市の一時避難場所に指定されている。 

 防火用品は直ぐに使用可能となるよう収納されている。 

 備蓄品なし。 

策定済み 区と合同で年 1 回

市と合同で年 1 回

KU 59番学校  学校単独の避難訓練は防災チームの教師を中心に年 4 回実

施している。 
策定済み 区と合同で年 1 回

学校独自年 4 回 

BZ 53番学校  北側の校庭が市の一時避難場所に指定されている。 

 建物の出入口や階段が狭く、スムースな避難が難しい。 
策定済み 年 1 回実施 

SO 42番学校  校舎の南側の校庭が市の一時避難場所に指定されている。 

 USAID(World Vision)による防災教育プログラムの対象校。防

災の室を設け、課外活動で防災を取り上げている。 

 廊下には防災に関する掲示がなされている。 

 避難訓練時に配布する備蓄品リストに沿って、職員が個人で備

蓄品（非常食、水、懐中電灯、くすり、包帯、トイレットペーパー

など）を準備している。 

策定済み 区レベル年 1 回 

学校独自年 2 回 

KU 118番学校  防災の知識を身に着ける教室（兼用）を設け、生徒・地域住民

に防災教育を行っている。 

 簡易ﾍﾞｯﾄﾞ、毛布、懐中電灯などの避難ｸﾞｯｽﾞｾｯﾄを地下倉庫で

備蓄している。赤十字支援によるもので防災教育にも活用。 

 数量は、簡易ベッドと毛布が各 150 組。懐中電灯などの避難グ

ッズセットが 30 セット。 

策定済み 区・赤十字合同で

年 1 回・ 

CH 61番学校  地域の学校合同で災害救助コンテストを開催、生徒が参加し

た。 

 備蓄品なし。 

策定済み 区と合同で年 1 回

学校独自年 2 回 

NA 109番学校  避難訓練時に配布する備蓄品リストに沿って、職員が個人で備

蓄品（非常食、水、懐中電灯、くすり、包帯、トイレットペーパー

など）を準備している。 

策定済み 区と合同で年 1 回
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